
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年度 

交通環境対策アクションプラン 

近 畿 運 輸 局 

神戸運輸監理部 

（新規重点事項） 
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  平成 20年度の「交通環境対策アクションプラン」では、新規重点事項として以下の５つの施策を

新たに実施するとともに、その他、多様な施策を展開することにより交通関係の環境問題に積極的

に取り組んで行きます。 

 

 

 

 

 

   平成２０年度（2008年）は、1997年に締結された京都議定書の第一約束期間の開始の年であり、 

また北海道洞爺湖において開催される主要国首脳会議（Ｇ８サミット）では、地球温暖化問題が

重要なテーマとなります。これらのことから、今年度は環境問題に対してより多くの国民の大き

な関心が向けられる年となると考えられます。 

    このような中、近畿運輸局及び神戸運輸監理部では、ＣＯ２の排出量削減をはじめとして、交

通に関する環境改善をより一層促進させるため、平成20年度において年間を通じて近畿地区の幅

広い層を対象に交通環境の改善のための行動を働きかけるイベントやプロジェクトを展開します。 

 

 

 

 

 

 

      交通関係における環境対策の一層の進展を図るため、交通分野における環境保全に著しく貢献

のあった方々に対して、近畿運輸局長及び神戸運輸監理部長による表彰を行います。 

神戸運輸監理部：平成20年 7月を予定 

近 畿 運 輸 局：平成20年 11月を予定 

 

 

 

 

 

地域の公共交通の活性化、利便性向上に向けた取組に対し、新たに「地域公共交通の活性化・

再生総合事業」「低炭素地域づくり面的対策推進事業」等の制度による総合的な支援を行い、自

動車利用の抑制と公共交通機関の一層の利用促進を図ります。 

なお、近畿運輸局管内では、本年１月の京都府丹後地域（宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野

町）をはじめ、３月末までに１３地域において地域公共交通総合連携計画が策定されております。 

 

平成２０年度交通環境施策の新規重点事項

１．「地球にエ～コ（よい子）♪“エコ交通”２００８」キャンペーンの実施 

２．交通分野での環境保全に貢献のあった方々への顕彰制度の創設 

３．低炭素社会に向けた公共交通機関の利用促進のための新たな取り組みの展開 
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◇ 鉄道、バス・乗合タクシー、旅客船の実証運行（運航）
・ 鉄道の増便・ダイヤ変更等の実証運行
・ コミュニティバス・乗合タクシーの導入・路線バス活性化
等のための実証運行

・ 旅客船の航路再編・増便・ダイヤ変更等の実証運航 等
◇ 車両関連施設整備等

・ バス車両購入費、車両・船舶関連施設
整備、バス停等待合い環境整備、
デマンドシステムの導入 等

◇ スクールバス、福祉バス等の活用
◇ 乗継円滑化等

・ 乗継情報等の情報提供、ＩＣカード導入、
Ｐ＆Ｒ・Ｃ＆Ｒの推進、ボランティア
センター設置・運営 等

◇ 公共交通の利用促進活動
・ レンタサイクル、イベント、広報、乗継割引
運賃・周遊切符等のシステム設計 等

◇ 新地域旅客運送事業の導入円滑化
◇ その他地域の創意工夫による事業

地域公共交通活性化・再生総合事業地域公共交通活性化・再生総合事業

新支援制度による支援

策定支援

取組支援

（例）

地域公共交通活性化・再生総合事業計画 （３年）

地域公共交通総合連携計画
地域公共交通の活性化及び再生を総合的かつ一体的に推進

するための計画

うち協議会が実施する事業

＜制度の特徴＞
【計画的取組の実現】
・計画に対する補助で、計画的な事業実施が可能

【協議会の裁量確保】
・事業をパッケージで一括支援
・メニュー間、年度間における柔軟な事業の実施

【地域の実情に応じた支援の実現】
・地域の実情に応じた協調負担の実現

【事業評価の徹底】
・成果を事後評価し、効率的・効果的な事業実施を確保

＜補助率等＞

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年10月1日施行）

市町村 公共交通事業者 道路管理者 住民港湾管理者 公安委員会 等

協議会

○「地域公共交通総合連携計画」（法定計画）策定経費
定額

○総合事業計画に定める事業に要する経費

・実証運行（運航） １／２

・実証運行（運航）以外の事業 １／２ （※）

（※）政令市が設置する協議会の取り組む事業 １／３

・協議会の参加要請応諾義務
・計画策定時のパブリックコメント実施
・計画作成等の提案制度
・協議会参加者の協議結果の尊重義務

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

低炭素地域づくり計画

低炭素地域づくり面的対策推進事業

◆CO2削減目標の設定

◆目標達成のための施策
・自動車交通需要の抑制策
・公共交通機関の利用促進策
・効率的な土地利用の促進策
・未利用エネルギーや再生可能エネルギーの活用
・エネルギーの効率的利用の促進策

・自然資本の活用による低炭素化 等

【目的】 自動車交通需要の抑制、公共交通の利便性の向上、未利用エネルギーや自然資本
の活用により、低炭素社会のモデルとなる地域づくりを実現する。

－ 拠点集約型地域・都市構造の構築
鉄道駅、中心市街地に都市機能を集約化

渋滞解消のための道路整備から自動車交通需要の抑制

公共交通機関、自転車利用の促進等

－ 未利用エネルギー、再生可能エネルギーの導入等、市街地再編に併せて徹底的に低炭素化

地球温暖化対策地域協議会
地方公共団体・交通事業者・大規模商業施設・地域住民 等

環境省 国土交通省委託 助言

CO2削減目
標の仮設定

CO2 削減シ
ミュレーショ
ンの実施

複数施策を面的に盛
り込んだ低炭素地域

づくり計画を策定

トランジットモールと
パークアンドライドの導
入

ICカードによるエコポイ
ントを活用した公共交
通機関の利用促進

コミュニティ・サイクルや
カーシェアリングの導入

太陽熱供給システムを
導入した集合住宅の整
備

再開発を機とした地域
冷暖房の導入

風の通り道や地域冷熱
源となる緑地の確保

初年度 次年度
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環境負荷の軽減や公共交通機関への利用転換を図るため、「エコ通勤」の推進に向けて、自治

体及び事業所への積極的な支援を行います。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

モビリティ・マネジメントによる「エコ通勤」の推進

従業員の通勤手段をマイカーから公共交通や自転車などに転換することを促す取組です。

「エコ通勤」とは

・渋滞の発生

・周辺環境の悪化

・交通事故

取組前 取組後

「エコ通勤」
の実施

自宅・社宅・寮 等

オフィス、工場 等

自宅・社宅・寮 等

オフィス、工場 等

相乗り

バス

バス

駅等駅等

企業、自治体等

エ
コ
通
勤
事
業

の
応
募

国土交通省
（公共交通マネジメント協議会）

受
理
（
随
時
受
付
）

事
業
開
始

国の補助（低炭素、活プロ等）
※条件があった場合に補助

・ＣＯ２削減
・企業イメージＵＰ
・公共交通の活性化

ＣＯ２排出量を
８５万トン削減

Ｈ
Ｐ
に
て
取
組
み

状
況
を
公
表

マイカー通勤を１割の公共
交通機関等へ利用転換

全国６万の事業所で
「エコ通勤」実施

４．エコ通勤の推進 

（参考） 
モビリティ・マネジメントによる「エコ通勤」促進行動計画 

 
公共交通利用推進等マネジメント協議会は、以下の通り、全国事業所でのモビリティ・

マネジメントを実施することを通じて、「エコ通勤」の国民運動的な推進を図ることとする。

１．平成２２年度において達成すべき目標を以下のとおり設定する。 
（１）CO2 排出量を８５万トン削減する。 
（２）マイカー通勤の約１割（約８７万人分）の公共交通機関等への利用転換を図る。

（３）全国約６万の事業所で、エコ通勤の推進を図る。 
２．前項の目標を達成するため、平成２０年度においては１００か所程度、平成２１年

度については１，０００か所程度の事業所においてエコ通勤の推進を図る。 
３．前項のエコ通勤の推進を図る事業所の選定に当たり、当協議会において公募を実施

する。 
平成１９年１１月２０日 

公共交通利用推進等マネジメント協議会 
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低公害車普及促進対策費補助制度等を活用して、ＣＮＧ車等低公害車の導入を促進するととも

に、ＣＮＧ車普及促進モデル事業指定地域における集中的・計画的なＣＮＧ車の普及を推進しま

す。また、近畿一円の黒煙ゼロの街づくりをめざし、実施エリアの拡大を図るため平成 20 年 3

月に設置した「近畿黒煙ゼロ推進連絡協議会」を通じ、自治体・企業等と情報交換を図りながら

推進します。 

なお、ＣＮＧ車普及促進モデル事業指定地域については、これまでに、西宮市、関空・りんく

う地区、尼崎市の3カ所を指定していますが、平成20年度には、八尾市、和歌山市、福知山市

の3カ所を新たに追加する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．新たな協議会を通じた黒煙ゼロの街づくりの推進 

※このイメージ図は、近畿 2 府 4 県

に連携地域が広がる様子を表現し

ており、実際の連携とは異なって

います。 



 
 

 

 - 5 -

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 お問い合わせ先   

    【近畿運輸局交通環境部 環境課】 
     〒540-8558 大阪市中央区大手前４－１－７６ 大阪合同庁舎第４号館 
      電 話         ０６（６９４９）６４６６ 
      ＦＡＸ         ０６（６９４９）６１６９ 
      ホームページ      http://www.kkt.mlit.go.jp/ 
    【神戸運輸監理部総務企画部 企画課】 
      〒650-0042 神戸市中央区波止場町１－１ 神戸第２地方合同庁舎    

      電 話         ０７８（３２１）３１４４ 
      ＦＡＸ         ０７８（３２１）３４７４ 
      ホームページ      http://www.kbm.mlit.go.jp/


